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平成２２事業年度決算報告書 

 
（単位：円） 

区  別 予算額 決算額 差 額 備 考 

収入 

 運営費交付金 

 

運営費交付金 

 

  事業運営費交付金 

 

 その他の収入 

   

計 

 

 

305,839,028,000

187,830,466,000

118,008,562,000

384,849,000

306,223,877,000

305,839,028,000

187,830,466,000

118,008,562,000

364,914,423

306,203,942,423

0

0

0

19,934,577

19,934,577

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

支出 

 業務経費 

 

 

198,022,872,000 152,233,593,673 45,789,278,327

 

 

 

  保険事業経費 

 

51,717,226,000 44,306,439,554 7,410,786,446 入札によるコストの削減が図られ

たこと等による。 

 

  オンラインシステム経費 

    

18,930,219,000 17,382,644,678 1,547,574,322 消耗品費等を計画より削減したこ

と等による。 

 

 年金相談等経費 

 

47,361,117,000 41,102,806,455 6,258,310,545 入札によるコストの削減が図られ

たこと等による。 

  年金記録問題対策経費 

 

80,014,310,000 49,441,702,986 30,572,607,014 紙台帳とコンピューター記録の突

合せ業務の実施内容の変更、入札

によるコストの削減、記録問題対

応職員の人件費の減等による。 

 一般管理費 

  

 

108,201,005,000

 

100,664,144,861

 

7,536,860,139

 

賞与の引下げ、育児休業等による

人件費の減等による。 

 

       計 306,223,877,000 252,897,738,534 53,326,138,466  

 

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。 

  （１）損益計算書の業務経費の「職員人件費」は、決算報告書上は「一般管理費」に含まれております。 

  （２）損益計算書の「施設使用料収入」及び「雑益」の一部（48,743,179 円）は、決算報告書上は「その

他の収入」に含まれております。   


